
意見書案提出書 

 

地方税財源の充実確保を求める意見書（案） 

 

 

意見書案を、横手市議会会議規則第１４条第１項の規定により別紙のとおり

提出します。 

 

 

 

平成２５年９月２０日 

 

 

                        

              提出者   

横手市議会議員全員 

賛成者 

 

 

横手市議会議長  佐藤 清春  様 

 

 

 

理  由 

 

社会保障関係費などの財政需要が増加する中で住民サービスやまちづくりを

安定的に行うため、地方税財源の充実確保について、関係行政庁に要望する必

要がある。 

 

 



議会案第１３号 

 

地方税財源の充実確保を求める意見書 

 

 地方財政は、社会保障関係費などの財政需要の増加や地方税収の低迷等により、厳しい

状況が続いている。こうした中、基礎自治体である市が、住民サービスやまちづくりを安

定的に行うためには、地方税財源の充実確保が不可欠である。 

 よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く求める。 

 

記 

１．地方交付税の増額による一般財源総額の確保について 

（１）地方単独事業を含めた社会保障関係費の増など地方の財政需要を、地方財政計画に

的確に反映することにより、一般財源総額を確保すること。 

（２）特に地方の固有財源である地方交付税については、本来の役割である財源保障機能・

財源調整機能が適切に発揮されるよう増額すること。 

（３）財源不足額については、臨時財政対策際の発行等によることなく、地方交付税の法

定率の引上げにより対応すること。 

（４）依然として厳しい地域経済を活性化させる必要があることから、地方財政計画にお

ける歳出特別枠を維持すること。 

（５）地方公務員給与の引下げを前提として、平成２５年度の地方交付税が削減されたが、

地方の固有財源である地方交付税を国の政策誘導手段として用いることは、避けること。 

 

２．地方税源の充実確保等について 

（１）地方が担う事務と責任に見合う税財源配分を基本とし、当面、国と地方の税源配分

を「５：５」とすること。 

 その際、地方消費税の充実など、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を

構築すること。 

（２）個人住民税は、その充実確保を図るとともに、「地域社会の会費」という基本的な

性格を踏まえ、政策的な税額控除を導入しないこと。 

（３）固定資産税は、市町村の基幹税目であることから、その安定的確保を図ること。 

 特に、償却資産の根幹をなしている「機械及び装置」に対する課税等については、現行

制度を堅持すること。 

（４）法人住民税は、均等割の税率を引上げること。 

（５）自動車重量税及び自動車取得税は、代替財源を示さない限り、市町村への財源配分

の仕組みを含め現行制度を堅持すること。 

（６）ゴルフ場利用税は、ゴルフ場所在の市町村にとって貴重な税源となっていることか



ら、現行制度を堅持すること。 

（７）地球温暖化対策において地方自治体が果たしている役割を踏まえ、地球温暖化対策

譲与税を新たに創設するなど、地方税財源を確保する仕組みを構築すること。 

 

 以上、地方自治法第 99条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

平成２５年９月２０日 

 

横手市議会議長  佐藤 清春 

 

内閣総理大臣  安倍 晋三 様 

総 務 大 臣  新藤 義孝 様 

財 務 大 臣  麻生 太郎 様 

内閣官房長官   菅  義偉 様 

内閣府特命担当大臣（経済財政政策） 甘利 明 様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



意見書案提出書 

 

経済・雇用対策強化のための地方財政の充実を求める意見書（案） 

 

 

意見書案を、横手市議会会議規則第１４条第１項の規定により別紙のとおり

提出します。 

 

 

 

平成２５年９月２０日 

 

 

                        

              提出者   

横手市議会議員全員 

賛成者 

 

 

横手市議会議長  佐藤 清春  様 

 

 

 

理  由 

 

公共サービスの質の確保と地方自治体の安定的な行政運営を実現するため、

2014 年度の地方財政計画において十分な地方交付税総額が確保されるよう、国

会及び関係行政庁に要望する必要がある。 

 

 



議会案第１４号 

 

経済・雇用対策強化のための地方財政の充実を求める意見書 

 

 ２０１３年度の地方財政計画において、政府は、国の政策目的実現のために、地方公務

員の臨時給与削減とそれに応じた地方交付税の減額を推し進めた。このことは、地方自治

体の根幹に関わる問題であり、到底容認できるものではない。 

 地方交付税は、地方の固有財源であり、地方交付税法第１条に規定する「地方行政の計

画的な運営」「地方団体の独立性の強化」に資するものでなければならない。この法の目

的を実現するためには、地方財政計画が国の政策方針により一方的に決定されることなく、

国と地方の十分な協議を保障した上で、その規模や地方交付税総額が決定される必要があ

る。 

 また、この度政府が取りまとめた「骨太方針」においては、国・地方のプライマリーバ

ランスについて、２０１５年度までに２０１０年度に比べ赤字の対ＧＤＰ比を半減し、２

０２０年度までに黒字化する旨が明記された。この目標達成に向け、地方財政も国の取組

と歩調を合わせて抑制を図ることとされており、地方交付税についても厳しい対応となる

ことが見込まれる。しかしながら、被災地の復興、子育て支援、医療・介護などの社会保

障、環境対策に加え、依然厳しい状況が続いている地方経済情勢の下、雇用対策や経済活

性化対策など地方自治体が担う役割は増大しており、これら地方の財政需要を的確に見積

もり、それに見合う地方交付税総額が確保される必要がある。 

 よって、国においては、公共サービスの質の確保と地方自治体の安定的な行政運営を実

現するため、２０１４年度の地方財政計画における十分な地方交付税総額の確保に向け、

次の処置を講じるよう強く要望する。 

 

１ 地方財政計画及び地方交付税総額の決定に当たっては、国の政策方針により一方的に

決定することなく、国と地方の協議の場において十分な協議をした上で決定すること。 

 

２ 社会保障分野の人材確保、農林水産業の再興、環境対策などの財政需要を的確に把握

するとともに、地域の雇用創出、産業経済の活性化対策など、増大する地方の財政需要

に見合う対策を講じること。 

 

３ 地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図り、小規模自治体に配慮した段

階補正の強化、市町村合併に係る算定特例の終了を踏まえた財政需要の把握に係る新た

な対応策を講じること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定に基づき、意見書を提出する。 



 

平成２５年９月２０日 

 

横手市議会議長  佐藤 清春 

 

衆 議 院 議 長  伊吹 文明 様 

参 議 院 議 長  山崎 正昭 様 

内閣総理大臣  安倍 晋三 様 

総 務 大 臣  新藤 義孝 様 

財 務 大 臣  麻生 太郎 様 

 


